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秋田県営繕工事積算基準                            

 

 

（目的） 

１ この基準は、秋田県の営繕工事を請負施工に付す場合において、予定価格のもととなる工事費内 

訳書に計上すべき当該工事の工事費（以下「工事費」という。）の積算について必要な事項を定め、

もって工事費の適正な積算に資することを目的とする。 

 

（工事費の構成） 

２ 工事費の構成は次のとおりとする。 

                                 直接工事費 

                      純工事費 

                     （その他経費を含む） 

               工事原価              共通仮設費 

       工事価格           現場管理費               共通費 

 工事費           一般管理費等 

               各種負担金等 

消費税等相当額 

 

（工事費の区分） 

３ 工事費は、直接工事費、共通費、各種負担金等及び消費税等相当額に区分して積算する。直接工事

費については、必要に応じ建築工事、電気設備工事及び機械設備工事に区分し、共通費については、

共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等に区分する。 

 

（直接工事費） 

４ 直接工事費は、工事目的物を造るために直接必要とする費用で、直接仮設に要する費用を含み、そ

の算定は次に掲げる各項による。なお、工事中に発生する材料の端材に価値のあるときは、その数量

に有価額を乗じて算定した額を控除する。また、建設発生土処理費や発生材処分費は直接工事費に含

む。 

 

(1) 算定の方法 

  費用の算定は、以下に定める単価に以下に定める数量を乗じて算定する。 

(2) 単価 

  算定に用いる単価は、「秋田県営繕工事単価決定要領」に基づき定める単価を用いる。 

(3) 数量 

  算定に用いる数量は、建築工事については「公共建築数量積算基準」（国土交通省大臣官房官

庁営繕部）、電気設備工事及び機械設備工事については「公共建築設備数量積算基準」（国土交

通省大臣官房官庁営繕部）の定めによる。 

 

（共通費） 

５ 共通費は共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等に区分するものとし、算定は「公共建築工事共

通費積算基準（平成２８年１２月版）」（国土交通省大臣官房官庁営繕部）の定めによる。 

 

（各種負担金等） 

６ 各種負担金等は、水道等の加入金、本設用の電力費用、秋田県産業廃棄物条例に基づく産廃税相当 

額の費用及びヘリコプターによる輸送費用とする。 

 

（消費税等相当額） 

７ 消費税等相当額は、工事価格に消費税及び地方消費税相当分からなる税率を乗じて算定する。 
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（その他） 

８ その他必要な事項は、次のとおりとする。 

(1） 設計変更における工事費は、当該変更対象の直接工事費を積算し、これに当該変更に係わる共 

  通費を加えて得た額に、「当初請負代金額から消費税等相当額を減じた額／当初予定価格内訳書記

載の工事価格」の比率を乗じ、さらに消費税等相当額を加えて得た額とする。 

(2) 低入札価格調査における調査基準価格及び失格判断基準価格並びに最低制限価格の設定（以下、 

「低入札価格調査等の設定」という。）にあたり、直接工事費及び共通仮設費の単価に含まれ 

る専門工事業者の下請経費等（以下、「その他経費」という。）と各種負担金等は次により取り扱

うものとする。 

①  低入札価格調査等の設定に係る直接工事費の額は、直接工事費からその他経費を減じ、各種 

負担金等を加えた額とする。 

② 低入札価格調査等の設定に係る共通仮設費の額は、共通仮設費からその他経費を減じた額とす 

る。 

③ 低入札価格調査等の設定に係る現場管理費の額は、現場管理費にその他経費を加えた額とする。 

(3) その他経費は、次により算定するものとする。 

① 一般工事（②に該当する工事を除くものをいう。）については、その他経費を含む純工事費 

に１０分の１を乗じて得た額とする。 

②  昇降機設備工事その他の製造部門を持つ専門工事業者を対象とした工事については、その他 

経費を含む純工事費に１０分の２を乗じて得た額とする。 

(4) 積算における金額の端数処理は、次により取り扱うものとする。 

①  工事価格は、工事原価、一般管理費等及び各種負担金等の合計額で１，０００円単位とする。 

②  工事価格の調整は一般管理費等で行うこととして、率計上金額を超えない範囲で、工事価格

  が１，０００円単位となるよう端数を切り捨てる。 

 

 

 （附 則） 

この基準は、平成３０年５月１日から施行する。 

 （附 則） 

この基準は、平成２５年５月１日から施行する。 

 （附 則） 

この基準は、平成２０年１０月１日から施行する。 

 （附 則） 

 この基準は、平成１８年５月１０日から施行する。 

 （附 則） 

 この基準は、平成１７年５月２０日から施行する。 

 


